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香川県広域水道企業団建設工事執行規程の一部を改正する規程をここに公布する。 

令和４年３月31日 

香川県広域水道企業団企業長  浜  田  恵  造   

香川県広域水道企業団企業管理規程第５号 

香川県広域水道企業団建設工事執行規程の一部を改正する規程 

 香川県広域水道企業団建設工事執行規程（平成30年香川県広域水道企業団企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（予定価格及び最低制限価格） （予定価格及び最低制限価格） 

第11条 略 第11条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項の規定により定められた最低制限価格を記載し、又は記録した書面

は、その内容が認知できない方法により、開札の際に開札の場所に置くも

のとする。 

３ 前２項の規定により定められた予定価格又は最低制限価格を記載し、又

は記録した書面は、その内容が認知できない方法により、開札の際に開札

の場所に置くものとする。 

４ 契約担当者は、第１項の規定により定められた予定価格を入札前に公表

するものとする。 

４ 契約担当者は、特に必要があると認めるときは、第１項の規定により定

められた予定価格を入札前に公表することができる。この場合において、

当該入札に係る予定価格を記載し、又は記録した書面については、前項の

規定は、適用しない。 

５ 前項の規定にかかわらず、契約担当者は、特に必要があると認めるとき

は、第１項の規定により定められた予定価格を入札前に公表しないことが

できる。 

 

６ 第３項の規定は、前項の規定により予定価格を入札前に公表しない場合

について準用する。 
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第３号様式（第13条関係） 第３号様式（第13条関係） 

  
入 札 保 証 金 等 納 付 書               納 付 金 額  億 千 百 十 万 千 百 十 円  

      ただし 
内    
訳 種 類 記 号 番 号 額 面 金 額 枚 数 金 額 摘 要 

現 金      
証 
券                               

 上記のとおり入札保証金（入札保証金に代わる担保としての有価証券）を納付し

ます。 
年  月  日  

契約担当者 殿  
納付者住所           

氏名        ◯印  
 上記の金額（証券）を領収しました。 

年  月  日  
納付者 様 

企業（分任）出納員 □印  
還付してく
だ さ い 。 本部の課又は

センターの長     保証金等還付請求書  
上記の金額（証券）の還付を請求します。   

契約担当者 殿  
    

年  月  日    
請求者住所           

 氏名        ◯印  
 上記の金額（証券）を領収しました。 

年  月  日  
企業（分任）出納員 殿 

受取人住所           
氏名        ◯印  

備考 １ 納付金額については，アラビア数字をもつてインク又は墨で記入すると 

ともに頭書に￥の記号を付記すること。 
２ 納付金額は，訂正しないこと。 
３ 附属利札があるときは，摘要欄に枚数及び必要な事項を付記すること。  

入 札 保 証 金 等 納 付 書               納 付 金 額  億 千 百 十 万 千 百 十 円  
      ただし 
内    
訳 種 類 記 号 番 号 額 面 金 額 枚 数 金 額 摘 要 

現 金      
証 
券                               

 上記のとおり入札保証金（入札保証金に代わる担保としての有価証券）を納付し

ます。 
年  月  日  

契約担当者 殿  
納付者住所           

氏名           
 上記の金額（証券）を領収しました。 

年  月  日  
納付者 様 

企業（分任）出納員 □印  
還付してく
だ さ い 。 本部の課又は

センターの長     保証金等還付請求書  
上記の金額（証券）の還付を請求します。   

契約担当者 殿  
    

年  月  日    
請求者住所           

 氏名           
 上記の金額（証券）を領収しました。 

年  月  日  
企業（分任）出納員 殿 

受取人住所           
氏名        ◯印  

備考 １ 納付金額については、アラビア数字をもってインク又は墨で記入すると 

ともに頭書に￥の記号を付記すること。 
２ 納付金額は、訂正しないこと。 
３ 附属利札があるときは、摘要欄に枚数及び必要な事項を付記すること。  
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第６号様式（第28条関係） 第６号様式（第28条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
工 事 請 負 契 約 書                 

 １ 工  事  名  
 ２ 工 事 の 場 所         
 ３ 工     期    自    年   月   日  
              至    年   月   日  

請 負 代 金 額         億 千 百 十 万 千 百 十 円 
請負代金額のう 
ち消費税及び地 
方消費税の額   億 千 百 十 万 千 百 十 円 
契約保証金額         億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 
 
〔建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該当の有無〕 

  
  □ 該当する（分別解体等の方法等については、別紙のとおり） 
 
 □ 該当しない  

  

  上記の工事について，発注者香川県広域水道企業団と受注者    とは，各々の対等

な立場における合意に基づいて，香川県広域水道企業団建設工事執行規程第26条第２項の

規定に基づき企業長が定める工事請負契約約款により請負契約を締結し，信義に従つて誠

実にこれを履行するものとする。 
 本契約の証として本書  通を作成し，当事者記名押印の上，各自１通を保有する。  

年  月  日    
発 注 者      香川県広域水道企業団          

住所                  
契約担当者職氏名        □印   

受 注 者  住所                  
商号又は名称              
代表者氏名           ◯印  

 

備考 １ 請負代金額等の金額欄には，アラビア数字をもつてインクで記入するとともに

頭書に￥の記号を付記すること。 

２ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該

当の有無」については，いずれかの□に「�」を記入し，該当する場合は，特定

建設資材に係る分別解体等に関する省令第４条に規定する事項を記載した書面

を添付すること。  

 
工 事 請 負 契 約 書                 

 １ 工  事  名  
 ２ 工 事 の 場 所         
 ３ 工     期    自    年   月   日  
              至    年   月   日  

請 負 代 金 額         億 千 百 十 万 千 百 十 円 
請負代金額のう 
ち消費税及び地 
方消費税の額   億 千 百 十 万 千 百 十 円 
契約保証金額         億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 
 
〔建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該当の有無〕 

  
  □ 該当する（分別解体等の方法等については、別紙のとおり） 
 
 □ 該当しない  

  

  上記の工事について，発注者香川県広域水道企業団と受注者    とは，各々の対等

な立場における合意に基づいて，香川県広域水道企業団建設工事執行規程第26条第２項の

規定に基づき企業長が定める工事請負契約約款により請負契約を締結し，信義に従つて誠

実にこれを履行するものとする。 
 本契約の証として本書  通を作成し，当事者記名押印の上，各自１通を保有する。  

年  月  日    
発 注 者      香川県広域水道企業団          

住所                  
契約担当者職氏名        □印   

受 注 者  住所                  
商号又は名称              
代表者氏名           ◯印  

 

備考 １ 請負代金額等の金額欄には，アラビア数字をもつてインクで記入するとともに

頭書に￥の記号を付記すること。 

２ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該

当の有無」については，いずれかの□に「�」を記入し，該当する場合は，特定

建設資材に係る分別解体等に関する省令第７条に規定する事項を記載した書面

を添付すること。  
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第７号様式（第35条関係） 第７号様式（第35条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
工 事 請 負 変 更 契 約 書                  

請負代金額の増減金額              千 百 十 万 千 百 十 円 
請負代金額の増減金額のう 
ち消費税及び地方消費税の 
額の増減金額        千 百 十 万 千 百 十 円  

工  事  名  
工 事 の 場 所         
変 更 前 工 期          自  年  月  日   至  年  月  日  
変 更 後 工 期          自  年  月  日   至  年  月  日 

 

〔建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該当の有無〕

   □ 該当する 

     分別解体等の方法等  □ 変更あり（別紙のとおり） 

                    □ 変更なし 

    □ 該当しない 

 

 発注者香川県広域水道企業団と受注者    とが  年  月  日に締結した契

約に係る上記工事の工事請負契約書及び設計図書（設計書，図面及び仕様書）の内容の一

部を変更する契約を締結し，その証として，本書  通を作成し，当事者記名押印の上，

各１通を原契約書とともに保有する。  
年  月  日    

発 注 者      香川県広域水道企業団          
住所                  

  契約担当者職氏名        □印   
受 注 者  住所                  

商号又は名称              
代表者氏名           ◯印   

 

備考 １ 請負代金額の増減金額等の金額欄には，アラビア数字をもつてインクで記入す

るとともに，増額の場合は頭書に￥の記号を付記し，減額の場合は頭書に△の記

号を付記すること。 

２ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該

当の有無」については，該当項目の□に「�」を記入し，分別解体等の方法等に

変更がある場合は，特定建設資材に係る分別解体等に関する省令第４条に規定す

る事項を記載した書面を添付すること。 

 
工 事 請 負 変 更 契 約 書                  

請負代金額の増減金額              千 百 十 万 千 百 十 円 
請負代金額の増減金額のう 
ち消費税及び地方消費税の 
額の増減金額        千 百 十 万 千 百 十 円  

工  事  名  
工 事 の 場 所         
変 更 前 工 期          自  年  月  日   至  年  月  日  
変 更 後 工 期          自  年  月  日   至  年  月  日 

 

〔建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該当の有無〕

   □ 該当する 

     分別解体等の方法等  □ 変更あり（別紙のとおり） 

                    □ 変更なし 

    □ 該当しない 

 

 発注者香川県広域水道企業団と受注者    とが  年  月  日に締結した契

約に係る上記工事の工事請負契約書及び設計図書（設計書，図面及び仕様書）の内容の一

部を変更する契約を締結し，その証として，本書  通を作成し，当事者記名押印の上，

各１通を原契約書とともに保有する。  
年  月  日    

発 注 者      香川県広域水道企業団          
住所                  

  契約担当者職氏名        □印   
受 注 者  住所                  

商号又は名称              
代表者氏名           ◯印   

 

備考 １ 請負代金額の増減金額等の金額欄には，アラビア数字をもつてインクで記入す

るとともに，増額の場合は頭書に￥の記号を付記し，減額の場合は頭書に△の記

号を付記すること。 

２ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に規定する対象建設工事の該

当の有無」については，該当項目の□に「�」を記入し，分別解体等の方法等に

変更がある場合は，特定建設資材に係る分別解体等に関する省令第７条に規定す

る事項を記載した書面を添付すること。 
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附 則 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正前の第３号様式による用紙は、当分の間、修正して使用することができる。 


